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１．調査の目的

　介護保険制度の導入によって、2号被保険者（40～64歳）の介護老人保健施設利用
が可能となった。
利用者の年齢幅が広がったことにより、2号被保険者を受け入れる介護老人保健施設
においても、サービス提供等で様々な工夫が必要となる。
今後の介護老人保健施設の利用者層として、2号被保険者の位置づけは大きくなるこ
とも想定されるため、適切なサービスを2号被保険者の利用者に提供していく方策を
検討することは重要である。
また、このことから介獲老人保健施設の利用者の年齢層は一層多様化が進み、それ
とともに利用者意識も今後ますます高まることが予想され、おそらく、利用者を同
一の集団と考えることはできず、例えばレクリエーションを世代ごとにグループ化
して内容を変えるなど、一層きめ細かい取り組みを行っていくことが必要となる。

　そこで、本調査では、介護老人保健施設における2号被保険者の利用の状況や2号
被保険者の利用により介護老人保健施設のサービス提供のあり方等で変化した点を
把握するとともに、2号被保険者に対するサービス提供に際しての留意点や今後の介
護老人保健施設における2号被保険者利用の方向性を検討することを目的とする。

２．調査の概要

　アンケートは、「介護保険制度開始後の実態に関する調査」の中に、第2合被保険
者の利用状況等に関する設問項目を設けることで実施した。
アンケートの対象は、平成12年3月末時点の社団法人全国老人保健施設協会正会員施
設2，364施設。平成12年11月に発送して、平成12年12月1日まで回収。
回収された有効回収票は、1，219票（回収率51．6％）。

　ヒアリングの対象は、アンケート回収施設の中から、身体拘束禁止に積極的に取



り組んでいると考えられる10施設を抽出して実施。

３．調査結果の概要

３－３．まとめ

　以上の調査結果について、介護老人保健施設における入所者・利用者について、
第1号被保険者と比較した第2号被保険者の特徴を中心として整理すると、以下のよ
うになろう。
　まず、第1号被保険者に比較して、第2号被保険者の共通の要素として挙げられる
ことは、本人と家族とのつながりが残存しており、家庭復帰の可能性は高いという
点である。
しかし、反面、家族から個々のケアに対してチェックがなされることが多く、その
分施設に対する家族からの申し入れ・要望事項は多岐に渡り、クレームも多いとい
う傾向は考えられる。

　またさらに、要介護度が軽いケースにおいては、
　　・生活再建のニーズが高い、
　　・交流面での配慮が必要となる、
　　・プライバシーの配慮が必要となる、
　　・同性介護のニーズが高い、
　　・個別リハビリテーションのニーズが高い、
　　・趣味やライフスタイルに合わせた生活を提供していくことが必要となる、
といった点が特徴として挙げられる。

　要介護度が重いケースにおいては、
　　・個別対応のケアのニーズが高い、
　　・家族で介護したいという要望が強い、
　　・多種のサービスを利用しているケースが多く、それらとの整合性を因ってい
くことが必要となる、
　　・体が（第1号被保険者と比べて相対的に）大きいため、介護負担が大きい、
といった点が特徴として挙げられる。

統計データを盛ると、入所利用においても、通所理用においても、第2号被保険者の
しめる割合は着実に増加しており、園傾向が今後も続くと想定すれば、介護老人保
健施設制度開始以前の施設のあり方を単純に延長するだけでは、第2号被保険者の入
所者･利用者のニーズをすべて満たすことは難しいと思われる。

今後、介護老人保健施設が相当数の第2号被保険者にサービスを提供することを前提
とした制度的・財政的裏づけを構築していくことが必要不可欠になると共に、施設



においても、第2号被保険者を主な対象とする施設、第１号被保険者を主な対象とす
る施設、と言った形で機能分化が展開されていくことも予想される。


